
山本大臣閣議後会見 

平成２６年５月２７日 



～変革の原動力としてのＩＴコミュニケーション～ 

1 

平成２６年５月２６日取りまとめ 

ネット意識革命宣言 

ＩＴコミュニケーション活用促進戦略会議 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○本日は、総理指示を受けＩＴ総合戦略本部の下で検討してまいりました「ＩＴコミュニケーション活用促進戦略会議」の「提言」が昨日取りまとめられましたので、その概要をご報告いたします。

○提言のタイトルとして「ネット意識革命宣言」、副題として「変革の原動力としてのＩＴコミュニケーション」という素晴らしいネーミングを付けていただきました。



ＩＴコミュニケーション活用促進戦略会議 

ü 総理指示を受け、昨年１２月に第１回会合を開催 
ü 全８回の会合を経て、５月２６日に提言をとりまとめ 

検討内容 

 ＩＴコミュニケーションをより有効に活用可能とするための環境整備の在り方と、その環境整備
に向けた方向性及び具体的な活用を加速化させるために必要な新たなルール作り等を検討 

構成員 

内永 ゆか子 特定非営利活動法人ジャパン・ウィメンズ・イノベイティブ・ネットワーク理事長 

河野 康子 一般社団法人全国消費者団体連絡会事務局長（代表理事） 

◎ 國領 二郎 慶應義塾大学常任理事 

後藤 滋樹 早稲田大学理工学術院基幹理工学部情報理工学科 教授 

齋藤 正勝 カブドットコム証券株式会社代表執行役社長 

杉谷 陽子 上智大学経済学部経営学科准教授 

新美 育文 明治大学法学部専任教授 

三木谷 浩史 楽天株式会社代表取締役会長兼社長 

御立 尚資 ボストンコンサルティンググループ日本代表 （◎：座長） 2 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○本検討会は、ＩＴコミュニケーションをより有効に活用可能とするための環境整備の在り方、また、その活用を加速化させるために必要な新たなルール作り等について検討するため、慶應義塾大学の國領先生に座長をお願いし、錚々たるメンバーにお集まりいただき、昨年12月から8回にわたり検討を積み重ねてまいりました。



概 要 ① 

１．何故、ＩＴコミュニケーションの活用促進が必要なのか 

ü 課題先進国といわれる我が国は、超高齢化、急速な少子化、エネルギー問題等、様々な課題に
直面 

ü こうした課題を乗り越えるために必要とされているのが「非連続的な変革」 

Ø イノベーションはこうした変革を促すが、そのカギを握っているのがＩＴコミュニケー
ション 

Ø このような状況下において、我が国が経済成長を続けるためには、従来の枠から踏み出し
た徹底的な生産性向上が不可欠 

Ø 我が国が上記課題を克服しつつ経済成長を遂げ、豊かな国民生活を実現するためには、ＩＴ
コミュニケーションを活用しないという選択肢はない 

Ø 課題は、いかにスムーズにＩＴコミュニケーションを社会に組み込んでいけるか 

Ø 技術や制度の環境変化を踏まえながら、従来の枠から一歩踏み出したＩＴコミュニ
ケーションの在り方を検討する必要 

Ø ＩＴの利活用が進む諸外国のように、我が国においても、トップが強い意志を示し、ＩＴコミュ
ニケーションの活用促進を推進していかなければならない 3 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○本提言では、我が国が抱える様々な課題を克服しつつ、経済成長を遂げるためには、ＩＴコミュニケーションを活用しない選択肢はないという強いメッセージを打ち出していただきました。

○このような強い方向性は、この会議でなければ打ち出せなかったのではないかと考えております。



① 対面∑書面交付原則の見直しを通じて、特に医療∑健康等の
分野を中心に、ネットの利点を最大限活用する。 

概 要 ② 

２．ＩＴコミュニケーション活用促進のための基本的考え方 

ü  「ネット対対面」という対立軸を脱し、ＩＴコミュニケーションを阻害する規制・制度は徹
底的に見直しを図るべき。 
 

ü 最低限、対面・書面交付と同等の選択肢として、ネットが提示されるようにするべき。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○ＩＴコミュニケーション活用促進のための基本的考え方として、５つの軸を打ち出していただきました。

○１つ目は、対面・書面交付原則の見直しを通じて、特に医療・健康等の分野を中心に、ネットの利点を最大限活用すべきということです。



概 要 ③ 

ü「自由」と「安心」は対立する概念ではない。我が国が直面する様々な課題を解決し、
国民生活の「安心」を実現するものこそが、「自由」なＩＴコミュニケーション。 

 
ü守られるべき人の「安全」をしっかりと担保することで、「安心を高めるためのインター

ネット」をつくることが可能であり、リテラシーを身に付けた利用者が自己責任のもと
で、ネットを活用することを妨げてはならない。 
 
 

② 自由なＩＴコミュニケーションで、「安心を高めるためのイ
ンターネット」をつくる。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○２つ目は、守られるべき人の「安全」をしっかりと担保しながら、自由なＩＴコミュニケーションで、「安心を高めるためのインターネット」をつくるべきということです。



概 要 ④ 

ü 一律の細かな法規制を事前に作ろうとすることは、技術革新による新しい可能性の
芽を摘むことにもなる。ＩＴのような進化のスピードが速い分野における法規制は、原
則として事後的なものであるべき。 
 

ü 諸外国との事業環境のイコール・フッティングが重要。日本独自の法制度ではなく、
グローバル・スタンダードを踏まえたものとすべき。 

③ 諸外国との事業環境のイコール∑フッティングを図るなど、
技術の進化を妨げないルール形成をする。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○３つ目は、諸外国との事業環境のイコール・フッティングを図ること、また、ＩＴのような進化のスピードの速い分野においては、技術の進化を妨げないルール形成をすべきということです。



概 要 ⑤ 

ü インフラを圧倒的に安く・高速にすることが、そのインフラを利用するあらゆる産業
のイノベーションを促す。このため、データの流通コストを下げていくことが必要。 
 

ü アクセシビリティの追求が新たなイノベーションを生み出してきた。よりユーザ・フ
レンドリーなＩＴへの模索に終わりはない。 

④ 誰でも自由に安心してネットが使える環境を整備し、新たな
イノベーションを生み出す。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○４つ目は、通信インフラを圧倒的に安く・高速にすることが、そのインフラを利用するあらゆる産業でのイノベーションを生み出すという意味において、誰でも自由に安心してネットが使える環境を整備すべきということです。



概 要 ⑥ 

ü ＩＴの急速な進化と、オープン性の生み出す多様なイノベーション活力を引き出すた
め、日本独自のクローズドな技術や仕様に依拠するのではなく、グローバル・スタ
ンダードを踏まえると共に、オープンな技術を推奨すべき。 
 

ü リアルとネットをいかに組み合わせるかが重要。また、ＩＴの導入に併せて、ＢＰＲ
（Business Process Re-engineering)や組織の壁を越えたデータの共有・連携を進め
ることにより、国際競争力強化を図るべき。 

⑤ 発想の転換でＩＴコミュニケーションのコストパフォーマン
スを飛躍的に向上させ、国際競争力の強化を図る。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○５つ目は、グローバル・スタンダードを踏まえたオープンな技術を活用することによって、ＩＴコミュニケーションのコストパフォーマンスを飛躍的に向上させ、国際競争力の強化を図るべきということです。



概 要 ⑦ 

３．２０２０年を見据え、足下の１～２年で取組むべき施策 

① 対面∑書面交付原則の見直しに向けた指針の策定 

② 無料公衆無線LAN環境の整備 

③ 2020年東京オリンピック∑パラリンピックにおける“おもてな
しサービス”の充実 

ü ＩＴコミュニケーションの利活用促進に向けた基本的な考え方を整理した指針を策定し、
それを「ものさし」として検証を行うことで、規制・制度見直しの横展開を図るべき。 

ü 2020年東京オリンピック・パラリンピックを見据え、無料公衆無線LAN環境の整備に官
民を挙げて取組み、そのインフラを活用した新たなイノベーションの創出を図るべき。 

ü 豊かなおもてなしを実現するためにはＩＴの活用が必要不可欠であり、訪日外国人観
光客が不便なく快適に過ごせるよう、電子決済の利便性向上や、多言語対応等の
「言語の壁」を乗り越えるための取組み等を推進すべき。 9 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○こうした５つの考え方に基づき、「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」のターゲットでもある2020年を見据えて、足元１～２年で取り組むべき６つの施策と中長期的に取り組むべき３つの施策を打ち出していただきました。詳細はお手元の資料をご参照ください。



概 要 ⑧ 

④ マイナンバー制度の利用拡大 

⑤ 消費者が安心して電子商取引を利用できる環境の整備 

⑥ ビッグデータの利活用が価値を生み出すシステムづくり 

ü 官民のオンラインサービスの本人認証基盤として、個人番号カードの国民への普
及・利用拡大に向けたインセンティブ策を講じるべき。 

ü 金融、医療・介護・健康等の公共性の高い分野を中心に、マイナンバーの利用範
囲を前倒して拡大すべき。 

ü なりすましＥＣサイトへの対策など、消費者が安心して電子商取引を利用できる環境
を整備すべき。 

ü 医療・健康、農業等、データを利活用することで、国民に大きなメリットが見込める
分野については、積極的なデータの利活用によって価値を生み出すことのできる
システムづくりを推進すべき。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
－



概 要 ⑨ 
４．中長期的な視点で引き続き検討を進めるべき施策 

① アクセシビリティの追求とグローバル∑スタンダードの獲得に
向けた国際標準化∑国際展開に向けた取組みの推進 

② あらゆるモノがネットに繋がるスマート化された社会の実現 

ü 高齢者やハンディキャップのある方でも感性に従って自然にＩＴコミュニケーションを
利用できるように、アクセシビリティを高めるための取組みを推進すべき。 

ü 日本国内でしか通用しない“ガラパゴス化”とならないよう、積極的に国際標準化
の取組みに参画するとともに、国際展開を図っていくべき。 

ü モノ同士がコミュニケーションする社会が実現しつつある中、収集・蓄積されたビッ
グデータを共有・連携させ、都市マネジメントをスマート化させることで、国民の安
心を高めるための仕組みを構築すべき。 

ü どの時代においても「ＩＴの進化に取り残された層」は生まれ得るのであり、そうし
た層を生み出さないためには、学校教育におけるリテラシー教育はもとより、サー
ビス提供者も含め、産・官・学が連携してリテラシー向上策を推進すべき。 

③ 「ＩＴを適切に使いこなせる利用者」の裾野を広げるためのリ
テラシー向上策の推進 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
－



今後の方針 

 「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」の改訂に反映させる 
 
とともに、成長戦略の柱として施策を推進していく 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○本提言では、ＩＴ利活用の裾野拡大に向けた大変重要な視点が示されたものと思っております。

○提言で示された考え方や施策は、「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」の改訂にしっかりと反映させていくとともに、成長戦略の柱として強力に推進してまいりたいと思います。



総合海洋政策本部 

参与会議意見書について 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
続いて、海洋政策担当大臣として、5月22日に私に対して手交されました、総合海洋政策本部参与会議意見書についてプレゼンしたいと思います。



総合海洋政策本部参与会議について 

小宮山 宏 参与（座長） 
(株)三菱総合研究所理事長 

＜海洋全般＞ 

平 朝彦 参与（座長代理） 
(独)海洋研究開発機構理事長 

＜海洋調査＞ 

磯部 雅彦 参与 
高知工科大学副学長 

＜海洋環境＞ 

浦 環 参与 
九州工業大学社会ロボット具現化センター長 

 

＜海洋工学＞ 

沖原 隆宗 参与 
(社)関西経済連合副会長 

＜産業界＞ 

河野 博文 参与 
(独)石油天然ガス・金属鉱物資源機構理事長 

 

＜鉱物資源開発＞ 

河野 真理子 参与 
早稲田大学法学学術院教授 

＜海洋法学＞ 

古庄 幸一 参与 
(株)ＮＴＴデータ特別参与 

＜海洋安全保障＞ 

山下 東子 参与 
大東文化大学経済学部教授 

＜水産＞ 

湯原 哲夫 参与 
キヤノングローバル戦略研究所理事 

 

＜海洋工学＞ 

l 「参与会議」は、海洋政策の重要事項について審議し、総合海洋政
策本部長（内閣総理大臣）に意見を述べるため、平成19年10月に設
置（有識者10人） 

l 海洋基本計画（平成25年４月）において特に重要と考えられる施策
について、参与会議の下に設置されたプロジェクトチームにおいて
集中的に検討し、意見書を海洋政策担当大臣に手交（5月22日） 

参与一覧（任期：H24.5.24～H26.5.23） 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○　総合海洋政策本部参与会議は、海洋政策の重要事項について審議し、総合海洋政策本部長（内閣総理大臣）に意見を述べるため、総合海洋政策本部令に基づき、平成19年10月に設置されました。

○　昨年4月に閣議決定された海洋基本計画においては、特に重要と考えられる施策について、テーマごとにプロジェクトチーム（ＰＴ）等を設置し、集中的に検討するとされています。

○　これを受けて、総合海洋政策本部参与会議の下に、三つのＰＴ、
　　・新海洋産業振興・創出
　　・海洋調査・海洋情報の一元化・公開
　　・EEZ等の海域管理のあり方
　　を設置し、各ＰＴとも８回程度の精力的なご議論をいただきました。

○　各ＰＴにおける検討結果をとりまとめるため、4月24日に参与会議を開催し、意見書の議論を行い、この結果、今月22日に私（海洋政策担当大臣）に対して意見書が手交されました。



意見書のポイント① 
新海洋産業振興・創出について 

l新しい海洋産業を創出
し、成長産業へと育成 
 
l海洋石油・天然ガス、
メタンハイドレートや
海洋再生可能エネル
ギーの産業化の推進 
 
l海洋人材の育成 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
意見書のポイントを説明します。新海洋産業振興・創出については、

○　従来の海運、造船業に加え、海洋資源開発、洋上風力発電等の海洋再生可能エネルギー等新しい海洋産業を創出し、成長産業へと育成していくことが必要。

○　具体的には、今後ますます成長が期待される、海洋石油・天然ガス開発におけるFLNG（洋上天然ガス液化・再ガス化設備）や大水深掘削事業への我が国企業の進出促進、メタンハイドレート開発計画の生産システムや技術開発の推進、洋上風力発電等の海洋再生エネルギーの産業化の推進等が重要。

○　また、海洋産業の振興のためには、海洋人材の育成が重要。

とのご意見をいただきました。



意見書のポイント② 
海洋調査・海洋情報の一元化・公開について 

l海洋情報の収集、管理、
公開に関する共通ルール
の策定 
 

lＭＤＡ(※)について、海洋
政策、宇宙政策等が連携
した体制の下での検討 

 

 (※)グローバルな海洋情報をリアルタイム 
  に共有する取組 

 

l世界に先駆けた新たな 
  海洋調査技術の開発 

事案発生
油流出事故
洪水・高潮
地震・津波
海賊

事案対処
油防除
救助
鎮圧

現況把握

海象情報（海流、水温）

海上気象情報（降水量、風、雲量）

船舶運航状況

海底地形情報
衛星写真

情報
集約

情報
共有

出典：NRL

出典：GEBCO

出典：NASA

出典：JPA

出典：JAXA

出典：海洋分野における国家基幹技術検討委員会 配布資料 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、海洋調査・海洋情報の一元化・公開については、

○　海洋政策を着実に進めていくためには、海洋調査を戦略的に推進し、得られた情報を一元化し、適切に公開していくことが必要であり、このための共通ルールの策定が必要。

○　また、海上安全確保や環境保全を含め、海における様々な脅威に対処するため、欧米でも進められているグローバルな海洋情報をリアルタイムに共有する取組であるMDA（海洋状況把握）を我が国でも実現することが重要であり、関係組織（海洋、宇宙等）が連携して検討を深めることが必要。
　　【 注　MDA ： Maritime Domain Awareness 】

○　日本の海洋調査産業の発展のためには、世界に先駆けて新たな調査技術を開発し、国際競争力を高め、海外を含め市場を広げていくことが重要。

とのご意見をいただきました。



意見書のポイント③ 
ＥＥＺ等の海域管理のあり方について 

l 海洋の計画的な開発・利用・保全と海洋産業の振興を目的
として、法制度の整備が必要との考え方で一致。 
 

l 地理的・地形的な特性を踏まえ、開発と環境保全のバラン
スのとれた、既存利用者の利益を害することなく新規利用
者の負担軽減につながる、透明性ある制度の必要性を指摘。 

国名 法制度等 概要 

米国 沿岸・海洋空間計画 ＥＥＺを超える範囲を対象。９海域区分を設定。 

ドイツ 連邦空間計画法 ＥＥＺを対象。政府が海洋空間計画を策定し、ゾーニングを実施。 

英国 海洋及び沿岸アクセス法 イングランドＥＥＺを対象。11海域区分を設定。 

カナダ 広域海洋管理海域 ＥＥＺを対象。広域管理区域として５海域を設定。 

豪州 海洋生物地域計画 ＥＥＺを対象。５海域区分を設定。 

中国 海域使用管理法 ＥＥＺを対象。自然属性等を踏まえ海域のゾーニングを実施。 

【参考】  諸外国の法制度  （海洋政策研究財団資料による）   

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
また、ＥＥＺ等の海域管理のあり方については、

○　海洋の計画的な開発・利用・保全と海洋産業の振興を目的として、法制度の整備が必要との考え方で一致。

○　地理的・地形的な特性を踏まえ、開発と環境保全のバランスのとれた、既存利用者の利益を害することなく新規利用者の負担軽減につながる、透明性ある制度が必要。

とのご意見をいただきました。

○　なお、現在、総合海洋政策本部（本部長：内閣総理大臣）の下に設置した、私（海洋政策担当大臣）がチーム長で、関係省庁の副大臣により構成される検討チームにおいて、ＥＥＺ等の海域の管理のあり方について議論を進めているところです。

（最後に）
○　これらのご意見を十分に参考としまして、内閣官房総合海洋政策本部事務局を中心に施策を推進していく所存です。
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